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近年，わが国では資材の有限性などの観点より，フロー型社会からストック型社会への転換が必要とさ

れている．このためには，人間活動により生じる資材の動向，その量の把握や適切な管理が必要となる．

そこで本研究では，需要・供給の二つの視点から資材蓄積量の把握の整合性・妥当性を評価した． 
高いリサイクル性，資材投入量について大きな割合を示すコンクリートと鉄を対象資材とし，資材投入

量，供給量，蓄積量の推計を日本全国で行った．推計方法には，統計資料を用いた方法と建築物の規模に

応じた原単位法を用いた．その結果，1971年から2010年にかけてのコンクリートと鉄の総資材供給量は
102億トン，8.1億トン，総資材投入量は65億トン，5.6億トンであった． 
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1. はじめに 
	 

わが国は戦後から現代にかけて，大量生産・大量消

費・大量廃棄をもとにしたフロー型社会を形成してきた．

これにより経済や産業が成長し，豊かな生活を得た一方

で，人間活動による物質移動やエネルギー消費が自然界

へ大きな影響を与え，深刻な環境問題を引き起こす原因

となった．このような社会構造は，大量消費による資源

の枯渇，生物多様性が損なわれるなど環境問題の悪化に

より，持続可能ではない．今後は，大量の物質投入によ

る生産・消費活動に価値を産み出す経済成長を目指すフ

ロー型社会から，社会に既に投入され，蓄積された資材

(以下，物質ストック)に価値を産み出し，有効利用する

ストック型社会へ転換することで持続可能な社会の実現

が必要とされる．このためには，人間の生産活動により

生じる投入資材の動向やその量の把握，適切な維持，管

理が必要となり，この手法として，物質の蓄積，流れを

定量的に評価するマテリアルストックフロー分析が有効

である．橋本ら(2006)1)は詳細な物質ストックの把握は，

将来発生する廃棄物，再生資源の把握だけでなく，物質

フローに関する矛盾点を見いだすことが可能であると，

その有意性を報告している．	 

	 物質ストックの推計には詳細な空間単位での把握，経

年的な推移の把握など，それぞれによりさまざまな手法

がとられている．経年的な物質ストックの推計では，東

岸ら(2007)2)や Tanikawa ら(2009)3)が和歌山市の中心部と

マンチェスターの中心部を対象として建築物における物

質ストックの推移を明らかにした．また全国の建築物を

対象とした推計では平川ら(2011)4)は東日本大震災にお
いて失われた物質ストックの推計にあたり，2009 年に
おける建築物を対象とした物質ストックの詳細な

GIS(地理情報システム)データベースの構築を行った．
長岡ら(2009)5)は空間単位を都道府県，市町村を対象と
し，建築統計年報を用いることで，各年の建築着工床面

積より建築物における物質ストックの推計を経年的に行

った．加えて，長岡ら(2009)6)は各都道府県と政令都市
における物質ストックの集積と分布傾向，各地域におけ
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る物質ストックの推移を経年的な把握を可能にした．こ

れは，建築物の解体により将来発生する廃棄物の検討に

繋がる大変有益な情報である．これらの結果を将来予測

に適用するために，その整合性・妥当性の信頼度が大変

重要となるが，その検討はあまり行われてきていない．	 

	 このため本研究では，リサイクル性の高さと資材投入

量のうち大きな割合を占めるセメントコンクリート(以

下，コンクリート)と鉄を対象とし，着工時に使用され

た資材量(以下，投入量)と建設の際に各供給元から出荷

された資材量(以下，供給量)を推計，比較することで，

物質ストック推計の整合性・妥当性を評価した．	 

	 

 
2. 各種推計方法 
 
	 建築物におけるコンクリートと鉄の供給量と投入量，

物質ストックの推計を経年的に行う(図-1)．	 

	 

 (1)	 供給量の推計	 
本研究で対象とするコンクリートと鉄に関する統計情

報より，建築物への出荷量を経年的に把握した．なお，

統計の入手可能の制約から1971年から2010年を推計の対
象とした．	 

a)コンクリート資材供給量	 

生コンクリート統計年報(1971-2010)7) , 8) , 9) , 10) , 11)における

需要先別出荷内訳により，建築物へと出荷された生コン

クリートの数量，各年における密度を入手し，これらを

乗ずることで得た重量と経済産業省により推計された骨

材需給表より得た骨材の重量の和をコンクリートの供給

量とした12)．なお，1973年以前は隔年での情報になるた
め，1972年の骨材の重量は1971年と1973年の平均と仮定
した.	 

b)	 鉄資材供給量	 

鉄鋼統計要覧(1961-‐2011)13)より，建築物へと消費さ

れた鉄鋼の重量の推計を行った．	 

	 

(2)	 投入量・物質ストックの推計	 
	 建築物，社会基盤施設を対象とした物質ストック推計

にあたり原単位法を用いた推計が多く行われている．本

研究においても，原単位法を用いることで，投入量・物

質ストックの推計を行った．原単位法とは，式(1)に示
すような建築物の面積と構造別の単位面積あたりに投入

される建築資材量(以下，資材投入原単位)を乗ずること

で推計する方法である4),5),6)．投入量では着工面積を，物

質ストックでは延床面積をそれぞれ推計に用いた．	 

	 

	 

図−1	 推計手法のフレームワーク

	 

表−1	 建築物構造別資材投入原単位(kg/m2)	 

	 

出典：長岡ら(2009)	 
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𝑀𝑆＝ 𝛾 ! 𝑆!
!

!
!!!

	 	 	 （1）
	 

	 	 	 	 

ここで，𝑀𝑆：投入量または物質ストック，𝛾 ! ：𝑡年に
おける構造種𝑛の資材投入原単位，𝑆! ! ：𝑡年における
構造種𝑛の構造物𝑖の規模である．	 
a)	 資材投入原単位	 

	 建築物の構造は主に木造，鉄骨鉄筋コンクリート構造

(以下，SRC造)，鉄筋コンクリート構造(以下，RC造)，
鉄骨構造(以下，S造)，その他の構造に分類される．各
構造種により投入される資材の量，種類は異なる．また．

建築基準法・同施行令によりこれらは制約されるため，

法令の改正毎に変化する．このため，構造種や年代が考

慮された資材投入原単位を用いる必要がある．本研究で

は，過去の論文より，建築時の時と建物の構造により入

される資材量が変化することを考慮した表-1の値を用い

た．	 

b)	 投入量の推計	 

	 建築統計年報(1973-2012)14)より得た各都道府県での構
造別着工床面積と前項で述べた資材投入原単位(表-1)を

乗じることで，コンクリートと鉄における投入量の推計

を行った．	 

c)	 物質ストックの推計	 

	 延床面積と資材投入原単位(表-1)を乗じて物質ストッ

クの推計を行った．延床面積についても，着工床面積と

同様に建築統計年報より推計を行う．しかし，面積の内

訳を構造別，建設年代別で把握することができないため，

長岡ら(2009)5),6)の手法にならい，建築物は建設された
年次に関係なく，ある一定の確率分布で建築物は滅して

いくと仮定し，着工面積と残存率を用いることで延床面

積を推計した(式(2))．残存率については，小松ら
(1992)15)が検討したものを参考に，故障確率密度関数と
して対数正規分布(式(3))及びワイブル分布(式(4))を用
いた．	 

𝑆! = 𝑅(𝑥)𝐼!!!

!

!!!

  	 	 	     	 	 （2）
	 

ここで，𝑆!：𝑖   年に現存する床面積，𝑅(𝑥)：残存率，
𝐼!：年における着工面積である.	 	 

𝑅(𝑥) = 1 −
1
2𝜋𝜎

1
𝑡
𝑒𝑥𝑝

!

!

−
ln 𝑡 − 𝜇 !

2𝜎!
𝑑𝑡（3）

	 

ここで，𝑅(𝑥)：建設後x年における残存率，𝑥：築年数，
𝜇：平均値，𝜎：標準偏差である．	 
	 

𝑅(𝑥) = 𝑒𝑥𝑝 −
𝑥 − 𝛿
𝜂

!

	 	       	 （4）	 
	 

ここで，𝑅(𝑥)：建設後x年における残存率，𝑥：築年数，  
𝑚：形状パラメータ，𝜂：尺度パラメータ，𝛿：位置パ
ラメータである．	 

	 式(3)，式(4)に用いたパラメータは小松ら(1992)15)ら
により推計された表-2の値を用いた．	 

	 

	 

3. 推計結果とその比較 
 
	 全国合計についてのコンクリート，鉄における供給量

と投入量との経年変化の比較を図-2，図-3に示す．1971
年から2010年にかけて供給量と投入量の累積および物質
ストックの推移を図-4，図−5に示す．	 	 

	 

表-2	 構造種類別廃棄率曲線のパラメータ
 

	 

出典：小松ら(1992)

	 

	 

図−2	 コンクリート供給量と投入量の比較	 

	 

図−3	 鉄供給量と投入量の比較
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図−4	 コンクリート累積供給量，累積投入量と	 

物質ストックの比較	 

	 

図-5	 鉄累積供給量，累積投入量と 

 物質ストックの比較	 

 
 (1)	 各年における推計・比較	 
図-2，図-3が示すようにコンクリート資材，鉄資材と

もに供給量が投入量を常に上回る結果となった．しかし，

それぞれの動向については同様の傾向を示していること

がわかる．1971年より供給量，投入量はともに増減を繰
り返しているが，1990年にピークを迎え，その後は減少
傾向へと転じている．1971年でのコンクリートの供給量
と投入量は2.2億トンと1.6億トン，鉄においては0.16億ト
ンと0.12億トンである．ピークである1990年では，それ
ぞれ3.5億トンと2.6億トン，0.29億トンと0.22億トンとな
り，2010年では，それぞれ1.6億トンと1.0億トン，0.13億
トンと0.08億トンとなった．1971年，1990年では供給量
は投入量の1.3倍程度の値をとっていたが，投入量，供
給量がピークを迎えた1990年以降は，差は徐々に拡大し
ていき，2010年では供給量は投入量の1.6倍程度の値を示
している．	 

このように供給量が常に投入量を上回る結果をとった

要因として建設副産物の存在と資材投入原単位の過小評

価があげられる．	 

a)	 隠れたフロー	 

建設にともない，供給された資材の一部は建設発生土，

コンクリート塊，発生木材などとして，実際には建築物

には蓄積されず処理・廃棄される17)．これら隠れたフロ

ーの存在は，供給量と投入量の間に差が生じている原因

の一つである．国土交通省より，入手可能であった平成

20年と平成17年でのコンクリート塊発生量を投入量に加
え，この2カ年での供給量と投入量を比較し，図-6に示
す．平成20年と平成17年における建設時に生じるコンク
リート塊発生量は390万トンと470万トンであり，それぞ
れは二つの差の4~6％程度である．この結果より，隠れ
たフローが供給量と投入量の差に少々ではあるが影響を

与えている．	 

b)	 資材投入原単位の過小評価	 

今回使用した原単位は年代と構造を考慮したものであ

ったが，住宅用や産業用などの建物用途が考慮されてい

ない．建築物はその構造によって投入される資材の種類

と量は異なるが，その用途によっても同様に異なる．こ

のため，用途を考慮しなければ，巨大な商業施設と住宅

用建築物が同様の扱いをされたため，投入量が供給量に

対し過小になったと考えられる．また，原単位の過小評

価により生じる誤差の拡大が供給量と投入量の差の拡大

に影響を与えている．	 

	 

(2)	 累積における推計・比較	 
	 図-4，図-5より，2010年におけるコンクリートと鉄の
総資材供給量は106億トンと7.9億トン，総資材投入量は
71億トンと5.7億トン，物質ストックは62億トンと4.7億
トンとなった．1971年から2010年にかけての総資材供給
量と総資材投入量の差は，コンクリートと鉄ではそれぞ

れ35億トン，2.2億トンとなった．	 また，総資材入量と
物質ストックとの比較より，1971年より建築物に投入さ
れた資材の大部分は社会に蓄積されていることがわかっ

た．これは多くの建築物が耐用年数を迎えていないため	 

	 

	 
	 

図-6	 建設発生コンクリート塊を考慮した	 

投入量と供給量の比較	 
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図-7	 投入量と供給量の差と人口の関係	 

	 

である．しかし，今後は多くの建築物が耐用年数を超過

するため，現在は社会に蓄積されている資材も処理・廃

棄されていく．	 

	 

(3)	 各都道府県における比較	 
	 各都道府県においても，供給量と投入量は同様の関係

を示している．地域別(北海道，東北，関東，北陸，東

海，近畿，中国，四国，九州に分類)に見ると，大都市

圏を含む関東，東海，近畿地方に比べ，東北，北陸，中

国，四国地方で大きな差を示している．そこで，これら

の差と人口との相関を図-7に示す18)．しかし，人口との

相関は見られなかった．年代ごとでは1980年代では1970
年代に比べ差は小さくなっているが，その後は差が広が

っている．	 

	 

	 

4. おわりに 
 
	 本研究では資材供給元と需要側の統計情報を用い，建

築物におけるセメントコンクリート，鉄の供給量と投入

量を推計、比較し，建築着工量をもとにした物質ストッ

ク推計の整合性を検討した．この結果，二つの間に差は

生じているものの，推移が同様の傾向を示しており，投

入量の推計方法の整合性は評価できた．しかし，使用す

る資材投入原単位には改善の必要性がみられた．	 

本研究の成果は以下の通りである．	 

1）1971年から 2010年にかけてのコンクリートと鉄の
総資材供給量は 106 億トン，7.9 億トン，総資材投入
量は 71 億トン，5.7 億トン，物質ストックは 62 億ト
ン，4.7億トンとなった．	 
2）鉄資材，コンクリート資材ともに供給量が投入量
を常に上回っているが，推移の動向は同様の傾向を示

している．	 

3）供給量と投入量の差において，隠れたフローによ
る影響は小さい．	 

4）地域ごとに見ると大都市圏を含む関東，東海，近
畿地方では供給量と投入量の差は小さかったが，人口 
との相関が見られなかった． 
5）1980 年代以降，供給量と投入量の差は拡大の傾向
にある． 
また，より正確な物質ストックを把握するための今後の

課題は以下の通りである．	 

1）建築物はその構造だけでなく，用途によっても投
入される資材量は異なる．このため，構造，年代に

加え用途を考慮した資材投入原単位の整備が必要で

ある．	 

2）建設された年代により，建築物の寿命も異なるた
め，すべての建築物に同じ廃棄率曲線パラメータを

用いるのでなく，年代を考慮したパラメータの設定

が必要である．	 

3）平成17，20年以外の隠れたフローを推計し，その
推移を明らかにする．	 

4）統計より求めた，投入量，物質ストックとのみ比
較，評価するだけでなく，その他な手法により求め

られたものとも比較し，整合性の評価を行う．	 
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THE EVALUATION OF THE CONSTRUCTION MATERIAL INPUT 
AND SUPPLY FOR BUILDINGS IN JAPAN’S PREFECTURES 

 
Kensuke TANAKA, Keijiro OKUOKA, HAN Ji, 

Hiroaki SHIRAKAWA, Hiroki TANIKAWA 
 

 In recent times, it is acknowledged that there is a need to convert own stock type society into a flow type 
society because of the finiteness of materials. In order to do this, it is important to manage and compre-
hend the trends and the volume of product. This study offers on evaluation of the accumulation material 
input and supply. We estimated the volume of material input, supply and stock of concrete and steel in 
Japan’s prefectures because these materials are high recyclability and great materials for building.We 
compared two methodologies that are using statistics and intensity in proportion to building scales in this 
study. The results indicated that the total construction material supply of concrete is 10.2 billion ton and 
steel is 0.81 billion ton from 1971 to 2010. In addition, the total construction material input of concrete is 
6.5 billion ton and steel is 0.56 billion ton from 1971 to 2010. 
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